
項目 現状（令和4年度） 目標（令和9年度） 達成状況（R7実績） 分析

住民等の公共交通の利用
者数(コミュニティバス)

136千人 150千人
交通事業者から
のデータ提供

140千人

令和6年度実績からほぼ
横ばいに推移しており、
目標達成のためには、更
なる利用促進を図る必要
がある。

引き続き利用者ニーズへの対応と利便性の
維持を行い、利用者を増加させる。

住民等の公共交通の利用
者数(月形当別線)

14千人 14千人
交通事業者から
のデータ提供

17千人

令和6年度実績より約
18％増加した。これは定
期利用者（高校生等）が
増加したことが原因と考
えられる。

目標は達成しているが、補助金の要件であ
る輸送量５人には届いていないため、引き
続き利用者ニーズへの対応と利便性の維持
を行い、利用者を確保する。

公的資金が投入されている
公共交通事業の収支率（コ

ミュニティバス）
28.3% 31.3%

当別町地域公共
交通活性化協議
会の年次データ

43.7%

運行経費の増加によ
り、令和6年度実績よ
り減少したが、目標は
達成した。

補助金による収支改善が見られたものの、
補助金に頼らない運営を目指し、利用促進
による収入の増加と路線変更等による運行
経費の削減を図る必要がある。

公共交通への公的資金投入額
（コミュニティバス）※運行
経費として法定協から支出す

る額

5,200万円 5,000万円
当別町地域公共
交通活性化協議
会の年次データ

3,875万円

フィーダー系統・幹線
系統補助金が補助上限
額の変更に伴い増加し
ており、目標は達成で
きた。

補助金の増加により収支は改善しているも
のの、運行に要する支出は増加傾向である
ため、引き続き見直しを図る。

公共交通人口カバー率 86.7% 90.0%

❶地域公共交通サービスの維持確保
❷バス路線のネットワーク・ダイヤの見直
し
❸新たなモビリティの検討・実証・導入

GIS分析
（計画見直し時

実施）
― ― ―

計画見直し時に調
査実施予定

通勤/通学時のコミュニ
ティバス利用割合（西当

別エリア・冬期）
9.7% 15.0%

町民アンケート
調査（計画見直
し時実施）

― ― ―
計画見直し時に調

査実施予定

通勤/通学時のコミュニティ
バス利用割合（青山エリ

ア・冬期）
10.0% 15.0%

町民アンケート
調査（計画見直
し時実施）

― ― ―
計画見直し時に調

査実施予定

買物時のコミュニティバ
ス利用割合（西当別エリ

ア・冬期）
7.9% 15.0%

町民アンケート
調査（計画見直
し時実施）

― ― ―
計画見直し時に調

査実施予定

買物時のコミュニティバ
ス利用割合（青山エリ

ア・冬期）
12.3% 15.0%

町民アンケート
調査（計画見直
し時実施）

― ― ―
計画見直し時に調

査実施予定

運転手確保に向けた合同就
職相談会等の開催回数

― 1回 ❼公共交通の運転手確保対策の実施 実施状況カウント 0回

タイミングが合わず、
チラシの配布を含めた
合同就職相談会への参
加ができなかった。

町で実施する運転手確保対策支援金による運転
手確保施策を実施しつつ、必要に応じて説明会
等を開催する。

MM出前講座実施回数 2回 6回 ❽モビリティ・マネジメントの実施 実施状況カウント 2回

令和７年度は出前講座
の申し込みが無く、学
校でのＭＭのみに留
まった。

今後は、出前講座の実施をPRし、出前講座の実
施を促す。

❶地域公共交通サービスの維持確保
❷バス路線のネットワーク・ダイヤの見直
し
❸新たなモビリティの検討・実証・導入
❹快適な公共交通利用環境の創出
❺公共交通の情報提供の高度化
❽モビリティ・マネジメントの実施
❾利用促進キャンペーン等の実施

❶地域公共交通サービスの維持確保
❷バス路線のネットワーク・ダイヤの見直
し
❸新たなモビリティの検討・実証・導入
❻コミュニティバスの運賃体系や支払い方
法の見直し・検討

❶地域公共交通サービスの維持確保
❷バス路線のネットワーク・ダイヤの見直
し
❸新たなモビリティの検討・実証・導入
❹快適な公共交通利用環境の創出
❺公共交通の情報提供の高度化
❽モビリティ・マネジメントの実施
❾利用促進キャンペーン等の実施

達成状況・分析

当別町地域公共交通計画の評価等結果（令和７年４月～令和８年３月）

＜地域公共交通計画の評価等結果の様式＞

目標
目標を達成するための取組 調査方法 評価・次年度に向けた課題や取組 備考
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